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～消費税申告書の様式等の改正について～ 

 申告書の様式が変わります 
国税庁は 3 月 31 日に、「消費税の軽減税率制度に関する申告書等の様式の制定について等の一部改正について（法

令解釈通達）」を公表しました。今回はその内容についてお知らせいたします。 
令和５年 10 月 1 日からインボイス制度が導入されることに伴い、令和 5 年度税制改正において、いわゆる「2 割

特例」が創設されました。 
この制度の適用等に対応するため、令和 5 年 10 月 1 日以後終了する課税期間に係るものから申告書の様式が一部

変更になります。 
＜変更点＞ 

●税額控除に係る軽減措置の適用（２割特例） 
原則課税・簡易課税とも、第 1 表の右側中段、「参考事項」の次に、「税額控除に係る軽減措置の適用（2 割特例）」

の欄が設けられています。 
2 割特例の選択は事前の届出が必要ないため、この欄に付記することで適用が可能となります。 

●付表 6 税率別消費税額計算表 
2 割特例を適用する課税期間の「税率別消費税額計算表」として、付表 6 が追加されました。 
「控除対象仕入税額とみなされる特別控除税額」、これは課税売上げに係る消費税額の 80％部分を計算するための

様式です。 
●（個人の方）公金受取口座の利用 
 消費税の還付金の受取に関して、「（個人の方）公金受取口座の利用」の欄が設けられています。 
 
実際の申告は少し先のことになりますが、新様式について是非一度ご確認ください。 
（新様式別途参照） 
 
～参考～ 

インボイス制度を機に免税事業者からインボイス発行事業者として課税事業者になられた方については、仕入税額
控除の金額を、特別控除税額（課税標準である金額の合計額に対する消費税額から売上げに係る対価の返還等の金額
に係る消費税額の合計額を控除した残額の100分の80に相当する金額）とすることができます（いわゆる２割特例） 

 
 

＜参考資料＞ 
「消費税の軽減税率制度に関する申告書等の様式の制定について」（法令解釈通達）新旧対照表 
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